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原  告 寺  﨑  昭  博 

被  告 株式会社佐賀新聞社 

平成２８年７月２９日 

 

訴 状 

 

佐賀地方裁判所 民事部 御中 

 

原告訴訟代理人弁護士  江  上  武  幸 

同弁護士        毛  利     倫 

同弁護士        小  林  正  幸 

同弁護士        青  木  歳  男 

同弁護士        田  上  普  一 

同弁護士        松  澤  麻 美 子 

 

当事者の表示  別紙当事者目録記載のとおり  

 

損害賠償請求事件 

訴訟物の価額    ８１８６万１７９０円 

ちょう用印紙額   ２６万６０００円（訴訟救助により貼付しない。） 

予納郵券      訴訟救助により貼付しない。 

 

請 求 の 趣 旨 

１ 被告は、原告に対し、８１８６万１７９０円及びこれに対する訴状送達の日

の翌日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

との判決並びに仮執行の宣言を求める。 

 

請 求 の 原 因 

第１ はじめに 

   本件は、佐賀新聞吉野ヶ里販売店（以下、「本件販売店」という。）の経

営者であった原告が、被告から販売店経営に必要な部数を超える新聞（以下、
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「押し紙」もしくは「残紙」という。）を供給され続けた結果、経営が困難

となり廃業を余儀なくされたことから、不当利得、債務不履行または不法行

為を原因として利得の返還または損害の賠償を求める訴訟である。 

   以下、第２において当事者の属性を述べ、第３において「押し紙・残紙」

について説明し、第４において、被告の責任を基礎づける事実を述べたうえ

で、第５において、不当利得・債務不履行・不法行為の主張を行い、第６に

おいて不当利得損害についての具体的金額を主張することとする。 

 

第２ 当事者 

 １ 原告について 

原告は、平成２１年３月２３日、被告と本件販売店の譲渡契約を締結し、

同年４月１日から本件販売店を経営してきたが、販売店経営に不必要な新聞

を供給され続けた結果、経営困難に陥り，平成２７年１２月３１日をもって

販売店経営を廃業した者である。 

 ２ 被告について 

   被告は、明治１７年８月１日に創刊された日刊地方新聞佐賀新聞（朝刊専

売）を発行する新聞発行本社である。 

 

第３ 「押し紙・残紙」について 

 １ 「押し紙・残紙」とその意味 

「押し紙」もしくは「残紙」とは、被告を含む新聞発行業者（以下、「新

聞本社」という。）が、新聞販売店（以下、「販売店」という。）に対し、

その優越的地位を利用して、販売店の経営に必要のない新聞を供給する行為、

あるいはそのようにして供給された新聞のことをいう。 

販売店は、仕入れを強制された新聞という意味で「押し紙」と呼び、他方、

新聞本社は、強制のニュアンスを排除し、配達されずに販売店に残った新聞

という意味で「残紙」と呼ぶことが多い。いずれも、中身は同じであり同義

語である。 

なお、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（以下、「独

禁法」という。）の新聞業の特殊指定「新聞業における特定の不公正な取引

方法」（平成１１年公正取引委員会告示）は、新聞本社が販売店に経営に不

必要な新聞を供給することを不公正な取引方法として禁止しているが、その

法令の解釈の場合は「押し紙」と表記されている。 

新聞業における「押し紙」もしくは「残紙」の存在は古くから問題視され、

その抜本的な解決が求められてきたが、新聞本社の経営が販売店の新聞仕入

れ代金と広告主からの紙面広告料の２つの収入から成り立っており、新聞本

社の自主的解決にまかせていては解消が望めないため、独占禁止法で新聞業

の特殊指定をおこない告示を定め「押し紙・残紙」の規制を行うことにして
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いる。 

   

 ２ 独禁法による「押し紙」の禁止について 

(1) 独禁法は、「自己の取引上の地位を不当に利用して相手方と取引する」

不公正な取引（独禁法２条９項６号ホ）を禁止し、新聞業の特殊指定は「新

聞業における特定の不公正な取引方法」（平成１１年７月２１日公正取引委

員会告示第９号。以下、「平成１１年告示」という。）を策定して、新聞本

社が正当かつ合理的理由なく販売店に対し 

① 販売業者が注文した部数を超えて供給する行為 

 ② 販売業者からの減紙の申し出に応じない行為  

③ 販売業者に自己の指示する部数を注文させる行為 

の３つの類型の「押し紙」を明示的に禁止している。 

 

３ 発行業者が、販売業者に対し、正当かつ合理的な理由がないのに、次の各

号のいずれかに該当する行為をすることにより、販売業者に不利益を与える

こと。 

一 販売業者が注文した部数を超えて新聞を供給すること（販売業者からの

減紙の申出に応じない方法による場合を含む。）。 

二 販売業者に自己の指示する部数を注文させ、当該部数の新聞を供給する

こと。 

（平成１１年告示第３項） 

 

  (2) なお、平成１１年告示は、昭和３９年１０月９日公正取引委員会告示第

１４号の特殊指定（以下、「昭和３９年告示」という。）を全面的に改定し

たものである。 

昭和３９年告示は、「新聞の発行を業とする者が、新聞の販売を業とする

者に対し、その注文部数を超えて新聞を供給すること」を「押し紙」として

禁止していたが、その規定では「押し紙」を防ぐことができなかったことか

ら、平成１１年告示の全面的な改正に至っている。 

具体的には、平成９年１２月、北國新聞が独禁法の規定を潜脱するため、

販売店に対し自己の指示する部数を注文させ、その部数を供給して「押し

紙」をしている事実が発覚したため、公正取引委員会は、平成１０年２月、

北國新聞に対し「押し紙」の排除勧告を行うと共に、昭和３９年の押し紙

規定の見直しを行った結果、平成１１年告示の全面改定に至っている。 

 

 ３ 「押し紙・残紙」の弊害 

   販売店に供給されたものの配達先のない「押し紙・残紙」は、折り込みチ

ラシと共に、古紙回収業者に処分が委託され破棄処分されることになる。 
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本来、販売店は、新聞本社から購読部数に破損等に備えた若干の予備紙を

供給されれば経営に支障はない。 

従って、販売店にとって「押し紙・残紙」は、仕入れ代金の負担が増える

ため経営圧迫の最大の原因となるほか、保管場所の確保や古紙回収業者への

処分の委託など本来の仕事以外の仕事量が増える弊害だけの、処置に困る迷

惑な存在である。 

なお、「予備紙」は、破損や雨水濡れに備えて余分に仕入れる新聞のこと

であるが、地区新聞公正取引協議委員会は新聞公正取引協議会運営細則にお

いて「新聞の購読部数」（実配数と同義）の「２％を限度」とすると定めら

れている。 

   本件販売店の「押し紙・残紙」の部数は、原告が母親から経営を引き継い

だ平成２１年４月時点で、定数（送り部数）２７４９部のうち２８５部であ

り、「押し紙・残紙」の率は１０．３７％で、その部数の仕入れ代金は月４

８万１０８０円である。 

約３年後の、平成２４年６月時点では、定数（送り部数）２８９３部のう

ち５４０部であり、「押し紙・残紙」の率は１８．６７％で、その部数の仕

入れ代金は月９１万１５２０円である。 

廃業時の平成２７年１２月時点では、定数（送り部数）２８３０部のうち

３９２部であり、「押し紙・残紙」の率は１３．８５％で、その部数の仕入

れ代金は月６６万１６９６円である。 

原告が販売店を経営した平成２４年１月から２７年１２月までの６年と９

ヶ月間の「押し紙・残紙」の総部数は３万３３８７部であり、その部数の仕

入れ代金（１部当たり単価１６８８円）の総額５６３５万７２５６円である。 

 

第４ 被告の責任を基礎づける事実 

この章からは、「押し紙」と「残紙」の用語の混乱をさけるために、主と

して、新聞社サイドの用語である「残紙」を用いることとし、独禁法に関連

する場面や販売店の立場を強調する場面では「押し紙」の用語を用いること

とする。なお、引き続き「押し紙・残紙」と並列した表記を用いる場合があ

ることをあらかじめお断りしておく。 

 

 １ 残紙の発生原因 

   被告から原告の販売店への新聞の供給は、前月の定数に、年間の増紙目標

部数を月ごとに割り振った部数に上積みした部数を翌月の定数として供給す

る仕組みがとられている。 

   被告は、佐賀新聞販売店全体の年間の増紙目標部数をあらかじめ社内で決

め、その部数を販売店各店ごとに割り当て、各販売店は被告から割り当てら

れた年間増紙目標部数を月ごとに配分して「自主増紙・目標計画書」に記入

させ被告に提出させている。 
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これらの販売店の年間増紙目標や毎月ごとの増紙計画は、表向きは販売店

が自主的に決定したようにされているが、実際には、被告が担当者を通じて

販売店に明示若しくは黙示的に強制して作成させている。 

   なお、月ごとの増紙計画は、１月と８月がほかの月より多めの部数が記載

され、ほかの月はほぼ均等に部数が振り分けられている。 

次に、販売店の「部数報告書」には、「前月定数」と「今月定数」及び「来

月目標定数」を記載する欄しかなく、実配数を記入する欄は設けられていな

い。これは、被告が、定数（送り部数）と実配数の差である残紙の部数が書

類上は分からないようにするための措置と思われる。 

 

 ２ 「残紙」の推移について（別紙１） 

原告が本件販売店の経営者となった平成２１年４月から、廃業する平成２

７年１２月までの間の、定数・実配数・残紙・残紙率・仕入代金の推移は別

紙１の通りである。 

別紙１の「定数（送り部数）」は被告が原告に実際に供給した部数であり、

「実配数（予備紙２％含）」は本件販売店の購読部数に適正予備紙２％を加

算した部数であり、「残紙（押し紙）」は定数から実配数を引いた部数であ

る。 

「残紙（押し紙）率」は定数にしめる「残紙」の割合であり、「仕入代金

（損害）」は「残紙」の部数に１部当たりの仕入代金１６８８円をかけた金

額である。 

別紙１から、原告が本件販売店を引き継いだ平成２１年４月で既に２８５

部（残紙率１０．３７％）の「残紙」が存在している。 

当時の年間の増紙目標部数は５０部程度であり、増紙を達成できなかった

部数や購読中止による部数減と合わせ、その後、「残紙」の数は次第に増え

ていき、約３年後の平成２４年６月には、「残紙」の部数は５４０部（残紙

率１８．６７％）に達している。 

    

 ３ 減紙の申し出とその拒否 

   原告は、多量の「残紙」を抱え、その仕入代金の支払いに経営を圧迫され

るため、被告にたびたび減紙を申し出たが、被告は一度も正当かつ合理的理

由を示すことなく、原告の減紙の申出に応じなかった。 

   原告の減紙の申し入れと、これに対する被告の対応の経過は以下のとおり

である。 

  (1) 平成２３年８月４日  

原告は、被告の本社販売局に呼ばれ、E販売局長、A販売部長、F担当、原

局員の４名から納金遅れの理由を問われた。 

原告は、４５０部を超える「残紙」があり、その内３５０部について減紙

を申し出たがE局長は、「残紙があって苦しいのはわかるが、「残紙」は販
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売店の責任だから切ってやることはない。」と言って減紙の申出には応じな

かった。 

 

  (2) 平成２５年６月１８日 

 原告は、被告の本社販売局に呼ばれ、B販売局長から「残紙」の部数を聞

かれた。 

原告は、「残紙」が４６０部ほどあることを伝え減紙を申し出たが、B販

売局長は、減紙の申出には応じなかった。 

 

  (3) 平成２５年１１月１３日 

原告は、被告の本社販売局に呼ばれ、B販売局長、A販売部長、F担当、H

局員の４名から、経営状況を聞かれた。 

原告は「残紙」の仕入代金の支払いが経営圧迫の最大の原因となっている

事を説明し、減紙を申し出たがB販売局長は減紙の申出には応じなかった。 

その上、B販売局長は原告に対し、納金の遅れが続いているので、契約期

間については、これまでの３年から１年に短縮することを通告した。 

 

  (4) 平成２６年５月１５日 

    原告は、被告の本社販売局に呼ばれ、B販売局長、A販売部長、F担当、H局

員から経営状況を聞かれた。 

原告は、「残紙」が約４００部ほどあることを伝え減紙を申し出たが、B

販売局長は、「残紙を全て切りたいがそれでは佐賀新聞社がつぶれてしまう。

全体で３０００部を切ることすら困難であったのに、吉野ヶ里店だけ、他よ

り多く減らすことはできない。「残紙」を切ったり、これ以上減紙したりす

るのは無理だ。」と述べて減紙の申出には応じなかった。 

 

  (5) 平成２６年１０月１７日 

    原告は、被告の本社販売局に呼ばれ、B販売局長、A販売部長、F担当、H局

員から納金の遅れについて厳しく叱責された。 

原告は、B販売局長から「これ以上納金の遅れが続き、その金額が信認金

を超えれば改廃になる。」と告げられた。 

原告は、減紙が認められればきちんと納金が出来ることを説明し減紙を申

し出たが、A部長は「君の所は他の店より余計に切ってやっとろうが。これ

から先１部たりとも切ってやることは絶対にありえない。」といって減紙の

申出には応じなかった。 

 

  (6) 平成２７年８月１１日 

原告は、被告の本社販売局に呼ばれ、O販売部長とM担当から経営状況を聞

かれた。 
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原告は、これまで販売局長ら販売局の幹部に再三減紙を申し出てきたが減

紙の申し出に応じてもらえなかった経過を説明し、当日現在の「残紙」が３

７０部ほどあることを伝え減紙を申し出たが、O販売部長は減紙の申し出に

は応じなかった。 

のみならず、O販売部長は、過去の面談記録をみながら、平成２６年５月

時点の「残紙」が３７２部であること、同年１０月時点の「残紙」が３９０

台で４００部に近かったことを指摘し、原告に「残紙」の部数が減っていな

いことを理由に廃業を促した。 

 

(7) 平成２７年８月下旬 

M担当は、本来であれば平成２７年４月１日の契約更新時に作成しておく

べき契約書を持参した。 

原告は、M担当に対し、「残紙」の仕入れ代金が経営を圧迫している状況

を説明し、減紙を申し出たが、M担当は「それであれば、契約書はもって帰

る。」と言って減紙の申し出には応じなかった。 

 

(8) 平成２７年１０月９日 

原告は、被告の本社販売局に呼ばれ、A販売局長、O販売部長、M担当、Ｈ

顧問の４人から廃業を伝えられた。被告は、本件販売店の権利の買い上げ金

額を計算した書類を用意しており、そこには、本件販売店の「残紙」が３８

９部と記載されていた。 

 

  (9) 平成２７年１２月３１日 

    原告は、亡父親が始めた本件販売店を廃業するにあたり、けじめをつける

ため、１２月末をもって廃業することとした。 

これに対して、被告は本件販売店がかかえる３８９部の「残紙」について

も、直ちに減紙することなく、１２月末の廃業時まで供給を続け原告に「残

紙」の仕入れ代金相当額の損害を与え続けた。 

 

 (10) 平成２５年３月及び平成２６年４月の佐賀新聞全販売店一斉の減紙につ

いて 

    前記のとおり、被告は原告からの度重なる減紙の申し出に応じることは

拒否したが、平成２５年と平成２６年の２回は、全店一斉の減紙を実施し

た。その結果、原告の本件販売店の「残紙」も若干の部数ではあるが、一

時減少した。 

    これは、被告が平成２４年に新たに佐賀新聞２部制（従来の佐賀新聞を

政治社会面等と地域面の２つの新聞に分けること）を導入したが、読者に

は大変不評であり、佐賀新聞の読者数が急速に減少したため販売店の不満

が爆発し、それを解消するために被告が全販売店を対象に平成２５年３月



- 8 - 

は全体で約２０００部、平成２６年４月は全体で約３０００部の減紙を行

ったものである。本件販売店は平成２５年に３５部、平成２６年に９４部

の減紙がなされたが、残りはそのままであり、経営の抜本的改善には至ら

なかった。 

     

 ４ 被告は、販売店の「残紙」について十分認識していた。 

  (1) 被告は販売店に大量の「残紙」があることは、担当による訪店や販売店

主との会合等を通じて十分認識していた。また、被告は担当に命じれば、

販売店に備えつけられた関係書類を調査することで、いつでも簡単に販売

店ごとの「残紙」の数を正確に把握することが可能である。 

   なお、原告は、販売局長らに減紙の申出を行うたびに、「残紙」の部数に

ついて報告していた。 

ちなみに、被告は平成２５年と２６年の２度にわたり、全販売店を対象

に２０００部と３０００部の減紙を実行したが、これは、被告が全ての販

売店に「残紙」があることをあらかじめ知っていたことを証明するもので

ある。 

 

 (2) ABC 公査にそなえた「残紙」の隠蔽工作 

   新聞本社の発行する紙面広告料は発行部数の多寡によって決まる。この

発行部数は ABC 協会が発表する部数であり、各新聞本社の販売店に対す

る供給部数の合計であり、実際の読者の数ではない。しかし、発行部数と

実際の読者の数に差がありすぎると、広告主の判断に悪影響を与えるため、

ABC 協会は公表部数の信頼性を確保するために公査を実施している。 

   公査は、２年に１度、新聞本社及び販売店を調査員が訪れて帳簿等を調

べる方法によって実施されている。 

    被告は、各販売店が大量の「残紙」を抱えているため、ABC 協会の公

査で「残紙」の存在が発覚しないよう、あらかじめ販売店に対し公査に備

えて「残紙」を隠ぺいする偽装工作を指示および指導している。 

    具体的な隠ぺい工作の方法としては、まず、販売店ごとに定数に占める

「残紙」の割合を計算するよう指示し、「残紙」の率が高い場合は、残紙

率を下げるために実配数を増やすよう指示している。実配数を増やす方法

としては、読者の存在を裏づけるための架空の領収書を作成したり、読者

台帳等の帳票類の数字に手を加えたりする方法などを指示している。 

    「公査対策用の１ヶ月分の帳票類ができあがったところで、次の月の帳

票類の作業に入る前に、一度担当に確認してもらったほうが良いでしょ

う。」と、販売店に対し偽装工作の結果について担当のチェックを受ける

よう、細部にわたる指示を行っている。 

    このことも、被告が販売店に大量の「残紙」が存在する事をあらかじめ

知っていたことを示すものある。 
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 ５ その他の被告の優越的地位の濫用 

   上記１乃至４で述べた事実は、すべて被告の優越的地位の濫用を基礎づけ

る事実であるが、その他にも被告の優越的地位の濫用を示す事実が多数存在

する。 

  (1) 販売店経営に対する不当な支配介入 

    被告は、販売店に対し定数に応じて設定した「主任」を雇用することを

義務付け、雇用した場合には月額２乃至６万円の補助を出し（もっとも、

１人雇用するには月額３０万円乃至３５万円程度の人件費を要する。）、

雇用しない場合には、１人につき月額５万円の補助金カットの罰金を課し

ている。 

    のみならず、被告は主任候補者に面接をして人選にも口を挟み、販売店

の人事権をも差配している。 

販売店は新たに主任一人を採用すると月額３０万円から３５万円もの人

件費の負担を強いられるのに対し、被告は、月額２万～６万の人件費補助

金を負担することで、佐賀新聞の販売局員１人を雇用したのと同じような

効果を得ることができるのである。 

   販売店は独立採算制の自営業であり、従業員の採用の必要性の有無・職種、

人選等は販売店の経営権に属する事項であるにもかかわらず、被告は優越

的地位を背景に、前記のように不当な支配介入を行なっている。 

    なお、販売店に対し、定数に応じて主任の数を増やすことを罰則つきで

強制する被告の行為は、独禁法の優越的地位の濫用になり得る行為類型第

4 の 2 の（2）の「従業員等の派遣の要請」にも事実上抵触するものである。 

 

(2) 増紙目標部数の仕入れの強要 

  被告は、平成２５年度から、増紙計画が未達成の販売店には罰金を課し、

目標を超過して新聞を仕入れた場合は補助金を支出するという新たな販売

政策を導入した。販売店主を集めた新制度の説明会において、新聞の仕入

れを増やして補助金を受けるより、罰金を払ってでも「残紙」を増やさな

い方が、損害が少ないことがわかり、参加者から「罰金を払って済むので

あれば『残紙』は返上する。」との声が上がった。これに対し、説明者の

F 担当は、「そのような店はすぐ改廃する。」と恫喝して発言を封じた。 

  これは、特殊指定 3 項 2 号の「販売業者に自己の指示する部数を注文さ

せ、当該部数の新聞を供給すること。」に該当する。 

 

  (3) 短期の契約期間の設定について 

    被告と販売店との契約の期間は３年が原則であるが、被告から非協力的

と見なされた場合は、契約期間を２年や１年に一方的に短縮されたり、原

告の場合は、平成２７年４月の契約更新の手続きを放置され、無契約状態
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で販売店経営を続けさせられたりした。このような、販売店の地位を不安

定にすることで、経営者に心理的に圧迫を加え、被告の指示に従わざるを

得ない状況に追い込む方法が講じられている。 

    

第５ 被告の責任 

 １ 不当利得返還義務 

(1) 公序良俗違反 

 ア 独禁法違反 

本件「残紙」は、独禁法の新聞業特殊指定の第３項１号・２号の「押

し紙」であり違法である。 

   イ 暴利行為 

     独禁法違反の「押し紙」の仕入れ代金が、本件では、原告が販売店経

営を始めた平成２１年４月から廃業した平成２７年１２月までの６年９

ヶ月の間に総額５６３５万円もの多額に及んでおり暴利行為である。 

   ウ 広告主との関係 

本件「残紙」の部数も被告の ABC 部数に含まれている。新聞広告業

界においては、公表部数イクォール実配数との前提で紙面広告料や折り

込みチラシの枚数が決められている。被告は、実態にそぐわない「残紙」

をあたかも実際の購読部数であるかのようにして ABC 協会を通じて外

部に公表しており、これは、広告主を欺罔し広告料を詐取する犯罪行為

である。 

エ 他の新聞社や他社の販売店との関係 

  本件「残紙」は、独禁法の規定を遵守し「残紙」や「押し紙」問題を

解決済みの他の新聞社や他社の販売店との公正な競争を阻害する要因で

あり、自由競争社会における公平な競争の基盤の確保を目指す独禁法が

禁止する不公正な取引方法の典型であり違法である。 

 

オ 以上のとおり、本件「残紙」は独禁法違反の「押し紙」に該当するこ

と、原告の仕入れ代金が長期にわたり莫大な金額に及んでおり暴利行為

と判断されること、ABC 部数に対する一般の信頼を低下させ、広告主に

対しては紙面広告料や折り込み広告料の詐欺の手段に使われていること、

「押し紙」や「残紙」のない他の新聞社や他社の販売店との公正な競争

を阻害している事などから、本件「残紙」の売買は民法９０条の公序良

俗に反し無効である。 

      

  (2) 強迫による取消 

     原告は、平成２３年８月４日以降、被告の販売局長らに対し、度々減紙

の申し出を行ってきた。 

    これに対し、被告は、公正且つ合理的な理由がないにもかかわらず減紙
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の申出に応じないばかりか、反対に原告に対して販売店経営を自主的に

廃業するよう強迫した。 

    被告が原告に対しかかる強迫をしてまで、減紙の申出に応じなかったの

は、被告の業績が「残紙」によって左右されるからである。 

    被告は、減紙すれば仕入れ代金の入金額が少なくなり、同時に、紙面広

告収入が減少するという厳しい現実に直面せざるを得なくなる。それを避

けるため、被告は減紙を求める販売店に対しては、強制改廃の脅しをかけ

てでも減紙をあきらめさせようとするのである。原告も、被告からかかる

強制改廃の脅しを受けたため、「残紙」を仕入れ続けざるを得なかった。 

原告は、すくなくとも、被告に対し明示的に減紙の申出を行い、強制改廃

の強迫を受けた平成２３年８月４日以降の「残紙」の仕入れについては、

本訴状において民法９６条１項の強迫を理由に売買契約を取り消す。 

  

２ 債務不履行責任 

被告は、新聞販売店契約の信義則上の付随義務として、 

  ➀ 原告ら販売店に対し、販売店の規模に応じた適切な部数の新聞を供給す

る義務（適切な部数を超える「押し紙・残紙」の供給をしない義務） 

➁ 原告ら販売店が減紙の申出を行った場合は、正当かつ合理的理由が認め

られる場合以外はそれに応じる義務 

➂ 平成１１年告示の制定以降、遅くとも３年以内には、原告ら販売店が減

紙の申出等を自由に行えるようにするため、独禁法遵守のコンプライアン

ス体制を社内に構築・整備する義務 

   を有していたと解するのが相当である。 

しかるに、被告はこれらの義務を尽くさず、原告に対し、長年にわたり

大量の「残紙」を供給しつづけ、販売店の経営が続けられない経済状況に

追い込み、ついに廃業に至らしめたものである。 

    被告が原告に対し、上記の債務を誠実に履行しておれば、原告は６５歳

の定年まで本件販売店の経営を続けていくことが十分可能であった。 

よって、被告は原告に対し販売店契約上の債務不履行責任を免れない。 

  

 ３ 不法行為責任 

(1) はじめに 

  別紙１の「残紙」記載欄に記載された新聞は、被告が、正当かつ合理的

理由がないのに、販売店契約に必要のない部数の新聞を原告に供給したも

ので、かかる「残紙」を供給した被告の「押し紙」は、独禁法が禁止する

不公正な取引方法に該当し、不法行為法上も違法である。 

 

(2) 「正当かつ合理的理由のない」こと 

  独禁法は、平成１１年に「押し紙」の規定の全面的な見直しを行い、「正
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当かつ合理的理由がない」のに注文部数を超過した部数を供給すること、

減紙の申出に応じないこと、指示した部数を注文させることの３つの類型

の「押し紙」を禁止した。 

    「正当かつ合理的理由の存在」については、公正取引委員会の見解で

は、「販売店が、適切な予備紙を含めないで注文している場合に、適切

な予備紙を付加して供給する場合（減紙拒否の場合は、減紙すれば適切

な予備紙がなくなる場合にこれを拒否する場合、指示注文の場合は、適

切な予備紙を含めないで注文している場合に、適切な予備紙を加えた部

数を指示する場合）」以外には、「正当かつ合理的な理由」の存在は想

定しえないとの見解を示している。（「新聞業における特定の不公正な

取引方法の全部改正（案）」に関する公聴会における公正取引委員会説

明参照）。 

    なお、適切な予備紙は実配数の２％とされていることから、「残紙」

の割合が１０％から１８％にも及んでいる本件にあっては、被告にはこ

のように大量の販売店経営に不要な新聞を原告に供給する正当かつ合理

的理由が存在しないことは明らかである。 

 

(3) 別紙１の「残紙」は、平成１１年告示３の一の本文の「注文部数」を超

えた「押し紙」であること 

 

 ア 平成１１年告示３の一は、「販売業者が注文した部数を超えて新聞を

供給すること」を禁止している。これは、昭和３９年告示２で禁止して

いた「新聞の発行を業とする者が、新聞の販売を業とする者に対し、そ

の注文部数を超えて、新聞を供給すること」の規定をそのまま引き継い

だものである。 

 

 イ ところで、この昭和３９年告示２の「注文部数」の定義は、「新聞業

における特定の不公正な取引方法」実施要綱（以下、「本件実施要綱」

という。）第３条（押し紙の禁止）によると以下のとおりである。 

 

第３条 新聞社は、新聞販売業者に対し、注文部数をこえて新聞を供給して

はならない。 

２ この要綱において「注文部数」とは販売業者が新聞社に注文する部数

であって、新聞購読部数（有代）に地区新聞公正取引協議会が定める予備

紙等（有代）を加えたものをいう。 

３ 販売業者は、新聞社に対し、新聞購読部数（有代）に地区新聞公正取

引協議会が定める予備紙等（有代）を加えたものを注文しないものとする。 

（注）（１）新聞購読部数（有代）とは、戸別配達部数、郵送部数およ
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び即売部数をいう。 

（２）予備紙等（有代）とは、予備紙のほか月末予約紙、月おど

り紙をいう。 

（３）新聞社は、次の場合、翌月これを補正する。 

      （イ）計算書に記載した請求部数の前後異動のあった場合 

      （ロ）新聞社と新聞販売業者間の連絡上の手違いのため新聞社

が「注文部数」と異なって新聞を供給した場合 

（本件要綱第３条） 

 

     すなわち、特殊指定にいう「注文部数」とは、販売店が新聞社に形式

的に注文した部数を意味するのではなく、部数の中身に着目して「新聞

購読部数」に「地区新聞公正取引協議会が定める予備紙等」を加えた販

売店経営に必要な部数を「注文部数」と定義している。 

     従って、この定義に反して、販売店が販売店経営に必要な部数以上の

部数を注文した場合、新聞本社はその部数を供給してはならない独禁法

上の義務を課せられている。 

 

ウ 「注文部数」のこのような定義は、本件要綱の策定に先立つ「新聞業

における特定の不公正な取引方法第４項（原告注：昭和３９年告示第２

項）の注文部数の解釈について」（昭和３９年６月５日３９公取第７５

号公正取引委員会事務局長から社団法人日本新聞公正取引協議委員会委

員長宛）において、「これまで注文部数の明確な解釈基準がなかったた

め、その運用にあたって種々の問題が生じていた。しかるに今回貴協会

において新聞販売店の意向を参しゃくして、その解釈基準を決定し、当

委員会に意向を求めてこられたが、当委員会はこれをもって今後、新聞

業における特定の不公正な取引方法第４項（原告注：昭和３９年告示第

２項）の解釈運用にあたっての参考にするものとする。」として公正取

引委員会事務局が示した「注文部数」の解釈指針が、そのまま本件要綱

に引き継がれたものである。 

このように、昭和３９年当時、特殊指定の押し紙禁止規定にいう「注

文部数」の解釈については、すでに新聞社側と販売店側とで対立が生ま

れており、公権的な解釈が求められたことから、公正取引委員会事務局

による上記の解釈指針が示され、それがそのまま要綱に定められるに至

っている（名古屋高裁平成１５年１月２４日判決参照）。 

 

   エ 従って、本件販売店の「残紙」は、販売店経営に必要のない部数であ

ることが明らかであり、独禁法上の注文部数をこえた「押し紙」であっ

て，正当かつ合理的理由もないことから独禁法に違反する行為であるこ
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とは明白である。 

 

(4) 別紙１の「残紙」は、被告が原告の減紙の申出に応じない方法により生

じた「押し紙」でもあること 

  被告が、販売業者である原告からの減紙の申出に応じなかったことは、

すでに詳細に主張した通りである。 

  他方、被告には原告の減紙の申出に応じなかったことについての正当か

つ合理的な理由は認められない。 

  よって、被告が正当かつ合理的な理由もなく、原告の減紙の申出に応じ

なかった行為は独禁法に違反する行為である。 

 

(5) 不法行為法上も違法であること 

以上のとおり、被告の原告に対する、別紙１「残紙」欄記載の新聞を供

給し続けた「押し紙」行為は、独禁法に違反する行為であることに加え、

原告の本件販売店の経営権及び財産権を侵害する行為であること、被告は、

本件販売店が大量の「残紙・押し紙」を抱えていたことを認識していたの

みならず、かかる「残紙」が、ABC 部数の公査によって発覚しないよう主

導的に偽装を指示・指導し、広告料詐取と言わざるを得ない行為を行って

まで、「押し紙」行為を貫徹させていたことに照らせば、不法行為法上も

違法であることは明らかである。 

 

第６ 不当利得・損害 

 １ 不当利得返還請求 

平成２１年４月から平成２７年１２月までの７年間に原告が被告に支払っ

た「残紙」の仕入れ代金の総額は、５６３５万７２５６円である。 

（１６８８円（仕入れ原価）×３万３３８７部＝５６３５万７２５６円） 

 これらの「残紙」の売買契約は、前述の通り公序良俗に反し無効である。

また、原告は、本訴状で、平成２３年８月４日以降の「残紙」の売買契約に

ついては強迫を原因として取消しの意思表示を行った。 

 よって、原告は被告に対し、別紙１記載の総額５６３５万７２５６円の「残

紙・押し紙」の仕入れ代金の内、平成２５年１月１日から平成２７年１２月

３１日までの３年分の仕入代金２６０２万８９６０円について不当利得の

返還を求める。 

 

２ 債務不履行若しくは不法行為に基づく損害 

(1) 廃業前３ケ年の「残紙・押し紙」の仕入代金相当損害金 

   平成２５年１月１日から平成２７年１２月３１日までの３年間の「残

紙・押し紙」の仕入れ代金相当額を損害賠償として請求する。 
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       平成２５年分（１月１日～１２月３１日） 

        １６８８円×５８９５部＝９９５万０７６０円 

       平成２６年分（１月１日～１２月３１日） 

        １６８８円×４９６６部＝８３８万２６０８円 

       平成２７年分（１月１日～１２月３１日） 

        １６８８円×４５５９部＝７６９万５５９２円 

         合計        ２６０２万８９６０円 

 

(2) 廃業後３ケ年の販売店経営の逸失利益 

 原告は本件「残紙・押し紙」がなければ、販売店契約書第１８条に基

づき６５歳の定年を迎える年度の３月末日まで、本件販売店の経営が十

分可能であった。原告は、昭和４５年１０月１６日生まれであり平成２

７年１２月の廃業時の年齢は４５歳であった。よって、６５歳の定年ま

で向後２０年間は本件の販売店経営を続けることが出来た。 

原告の廃業前３ヶ年の所得額は、母親と妻の２名の専従者給与分を含め

ると次のとおりである。 

 

   ① 平成２５年分（１月１日～１２月３１日） 

     売上金額      １億１９６６万３０２１円 

     売上原価       －６１３５万８３５８円 

     経費         －４２９１万８４２４円 

     差し引き金額      １５３８万６２３９円 

   ② 平成２６年分（１月１日～１２月３１日） 

     売上金額      １億２２６７万５３０３円 

     売上原価       －６１５２万９９３７円 

     経費         －４３６８万８０５２円 

     差し引き金額      １７４５万７３１４円 

   ③ 平成２７年分（１月１日～１２月３１日）  

     売上金額      １億２３２６万９１２４円 

     売上原価       －６１６１万０８０８円 

     経費         －４６６９万８３６９円 

     差し引き金額      １４９５万９９４７円 

   ④ 平均所得金額 

    （１５３８万６２３９円＋１７４５万７３１４円＋１４９５万９９４７

円）÷３＝１５９３万４５００円 

   

     よって、原告は被告に対し、債務不履行若しくは不法行為と相当因果

関係を有する逸失利益相当損害金として、上記平均所得金額の３年分の

４３３９万２８３０円を請求する。 
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     １５９３万４５００円×ライプニッツ係数２．７２３２（３年） 

＝４３３９万２８３０円 

    

３ 慰謝料 

  平成９年４月に父 T が脳梗塞のため急死し、母 S が本件販売店の経営を引

き継ぐことになった。当時、原告は２６歳であり、熊本大学法学部を卒業し

て司法試験の勉強中であったが、被告は、将来、原告が本件販売店の経営を

引き継ぐことを、母 S が亡父のあとを継いで本件販売店の経営を認める条件

としたため、原告は、やむを得ず司法試験を断念し、母 S を手伝って本件販

売店の経営に従事するようになった。  

  原告は母親とともに、他の販売店には負けない成果をあげてきたが、読者

を拡大しても拡大しても追いつけない部数の増紙を被告から求められ、減紙

も拒否され、ついに父親の代から続けてきた本件販売店を廃業せざるをえな

くなった。原告は、４５歳の働き盛りの年齢で、母 S（７２歳）と妻 N（３

８歳）、長男 Y（１２歳・中学１年生）の３人の扶養家族をかかえ、収入の

道を断たれ路頭に迷うことになった。 

  他方、被告は販売店のかかる悲惨な犠牲の上にたって、会社経営を行って

おり、その商方はきわめて冷酷かつ不条理である。 

  よって、原告が、被告の債務不履行若しくは不法行為によって被った精神

的苦痛を慰謝するには少なく見積もっても金５００万円が相当である。 

 

４ 弁護士費用 

   本件訴訟の弁護士費用相当損害金は、上記請求金額の１割が相当である。 

   （２６０２万８９６０円＋４３３９万２８３０円＋５００万円）×１０％

≒７４４万円 

 

５ 損害額総額 

２６０２万８９６０円＋４３３９万２８３０円＋５００万円＋７４４万円

＝８１８６万１７９０円 

 

第７ 結論 

   よって、原告は被告に対し不当利得返還若しくは債務不履行ないし不法行

為に基づく損害請求金内金として、廃業前３ヶ年の「押し紙・残紙」仕入れ

代金相当額の金２６０２万８９６０円と、債務不履行若しくは不法行為に基

づく損害賠償請求として、廃業後３ヶ年の販売店経営の逸失利益４３３９万

２８３０円、慰謝料５００万円、弁護士費用７４４万円の総額８１８６万１

７９０円と、これに対する本訴状送達の日の翌日より支払い済みに至るまで
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民法所定の年５分の割合による損害金の支払いを求めて本訴に及ぶ。 

 

  証拠方法 

証拠説明書の通り 

 

 添付書類 

１ 訴状副本       １通  

２ 甲号証写し      ２通 

３ 資格証明書      １通 

４ 訴訟委任状      １通
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